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厚真町税条例の主な改正事項 

 

 

１ 町民税関係 

(1) 寄付金税額控除 

  （条例第３４条の７） 

   公益信託の見直しに伴う所得税法の見直しに伴う規定の整備 

  （令和７年１月１日施行） 

 

(2) 町民税の減免 

  （条例第５１条） 

   職権による減免を可能とする規定の整備 

  （令和６年４月 1日施行） 

 

(3) 公益法人等に係る町民税の課税の特例 

  （条例附則第４条の２） 

   公益法人等に係る町民税の課税の特例の削除 

  （令和７年１月１日施行） 

 

(4) 令和６年度分の個人の町民税の特別税額控除 

  （条例附則第７条の５） 

   令和６年度分の個人の町民税の特別税額控除に係る規定の新設 

  （令和６年４月 1日施行） 

 

(5) 令和６年度分の個人の町民税の納税通知書に関する特例 

  （条例附則第７条の６） 

   令和６年度分の個人の町民税の特別税額控除にかかる規定の新設 

  （令和６年４月 1日施行） 

 

(6) 令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の町民税に関する特例 

  （条例附則第７条の７） 

   令和６年度分の個人の町民税の特別税額控除にかかる規定の新設 

  （令和６年４月 1日施行） 
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(7) 令和７年度分の個人の町民税の特別税額控除 

  （条例附則第７条の８） 

   令和７年度分の個人の町民税の特別税額控除にかかる規定の新設 

（令和６年４月 1日施行） 

 

(8) 肉用牛の売却による事業所得に係る町民税の課税の特例 

  （条例附則第８条） 

   特別税額控除額の算定に用いる「所得割の額」について、当該規定の適用

後のものとなるよう読替え規定を追加 

  （令和６年４月 1日施行） 

 

(9) 上場株式等に係る配当所得等に係る町民税の課税の特例 

  （条例附則第１６条の３） 

   特別税額控除の対象となる「所得割の額」について、上場株式等の配当所

得の分離課税分の個人の町民税の所得割の額を含める読替え規定の追加 

  （令和６年４月 1日施行） 

 

(10) 土地の譲渡等に係る事業所得等に係る町民税の課税の特例 

  （条例附則第１６条の４） 

    特別税額控除の対象となる「所得割の額」について、土地等の譲渡等に係

る事業所得等の分離課税分の個人の住民税の所得割の額を含める読替え規

定の追加 

  （令和６年４月 1日施行）  

 

(11) 長期譲渡所得に係る個人の町民税の課税の特例 

  （条例附則第１７条） 

    特別税額控除の対象となる「所得割の額」について、長期譲渡所得の分離

課税分の個人の住民税の所得割の額を含める読替え規定の追加 

  （令和６年４月 1日施行）  

 

(12) 短期譲渡所得に係る個人の町民税の課税の特例 

  （条例附則第１８条） 

    特別税額控除の対象となる「所得割の額」について、短期譲渡所得の分離

課税分の個人の住民税の所得割の額を含める読替え規定の追加 

  （令和６年４月 1日施行）  
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(13) 一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の町民税の課税の特例 

  （条例附則第１９条） 

    特別税額控除の対象となる「所得割の額」について、一般株式等に係る譲

渡所得等の分離課税分の個人の住民税の所得割の額を含める読替え規定の

追加 

  （令和６年４月 1日施行）  

 

(14) 先物取引に係る雑所得等に係る個人の町民税の課税の特例 

  （条例附則第２０条） 

    特別税額控除の対象となる「所得割の額」について、先物取引に係る雑所

得等の分離課税分の個人の住民税の所得割の額を含める読替え規定の追加 

  （令和６年４月 1日施行）  

 

(15) 特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の町民税の課税の特例 

  （条例附則第２０条の２） 

    特別税額控除の対象となる「所得割の額」について、特例適用利子等及び

特例適用配当等に係る個人の住民税の所得割の額を含める読替え規定の追

加 

  （令和６年４月 1日施行）  

 

(16) 条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の町民税の課税の特例 

  （条例附則第２０条の３） 

    特別税額控除の対象となる「所得割の額」について、条約適用利子等及び

配当等に係る個人の住民税の所得割の額を含める読替え規定の追加 

  （令和６年４月 1日施行）  

 

２ 固定資産税関係 

(1) 固定資産税の非課税の規定の適用を受けようとするものがすべき申告 

 （条例第５６条） 

法３４８条改正に伴う規定の整備 

  （令和 7年４月 1日施行） 

 

(2) 固定資産税の減免 

   （条例第７１条） 

    職権による減免を可能とする規定の整備 

   （令和６年４月 1日施行） 
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(3) 特別土地保有税の減免 

   （条例第１３９条の３） 

    職権による減免を可能とする規定の整備 

   （令和６年４月 1日施行） 

 

(4) 法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合 

  （条例附則第１０条の２） 

   再生可能エネルギー発電施設に係る課税標準の特例措置のうち、一定の 

バイオマス発電設備についての特例の割合を定める規定を新設及び規定の 

追加による項ずれの改正 

  （令和６年４月 1日施行）  

 

 (5) 令和７年度又は令和８年度における土地の価格の特例 

  （条例附則第１１条の２） 

    法律改正にあわせた年度更新の改正 

  （令和６年４月 1日施行）  

 

(6) 宅地等に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定 

 資産税の特例 

  （条例附則第１２条） 

法律改正にあわせた年度更新の改正 

  （令和６年４月 1日施行）  

 

(7) 農地に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資 

産税の特例 

  （条例附則第１３条） 

法律改正にあわせた年度更新の改正 

 

(8) 特別土地保有税の課税の特例 

  （条例附則第１５条） 

法律改正にあわせた年度更新の改正 

  （令和６年４月 1日施行）  
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個人住民税の定額減税について

対 象 と な る 方

徴収方法（令和６年度分）

○ 前年の合計所得金額が1,805万円以下の個人住民税所得割の納税義務者

（定額減税の対象となる方）

① 給与所得に係る特別徴収
（給与所得者の方）

➣ 令和６年６月分は徴収されず、
定額減税「後」の税額が
令和６年７月分～令和７年５月分
の11か月で均されます。

R６．６ ７ ８ ９ 10 11 12 R７．１ ２ ３ ４ ５

６月分は徴収されません

R６．４ ６ ８ 10 12 R７．２

税
負
担

仮特別徴収税額
（前年度分の税額の1/2を３期分で徴収）

R６．６ ７ ８ ９ 10 11 12 R７．１ ２ ３ ４ ５

Ｒ６.６（第１期） Ｒ６.10（第２期）

Ｒ６.６（第１期） R６.10（第２期）

６月分から控除（控除しきれない場合は10月分から控除）

R６．４ ６ ８ 10 12 R７．２

10月分から控除（控除しきれない
場合は12月分から順次控除）

税
負
担

税
負
担

通

常

定
額
減
税
後

② 普通徴収
（事業所得者等の方）

➣ 定額減税「前」の税額をもとに
算出された第１期分（令和６年６月
分）の税額から控除され、控除しき
れない場合は、第２期分（令和６年
10月分）の税額から、控除されます。

通

常

定
額
減
税
後

税
負
担

税
負
担

③ 公的年金等に係る所得に係る
特別徴収（年金所得者の方）

➣ 定額減税「前」の税額をもとに算
出された令和６年10月分の特別徴
収税額から控除され、控除しきれな
い場合は、令和６年12月分以降の特
別徴収税額から、順次控除されます。

通

常

定
額
減
税
後

税
負
担

特別徴収税額
（当年度分の税額から仮特別徴収税額を

除いた税額を３期分で徴収）

減 税 額

○ 本人、配偶者を含む扶養親族１人につき、１万円
※１ 定額減税の対象となる方は、国内に住所を有する方に限ります。
※２ 同一生計配偶者及び扶養親族の判定は、原則、前年12月31日の現況によります。
※３ 控除対象配偶者以外の同一生計配偶者の方がいる場合は、令和７年度分の個人住民税において

１万円の定額減税が行われます。

○ 減税額については、納税通知書に記載されます。
○ 定額減税は、住宅ローン控除や寄附金税額控除など、全ての控除が行われた後の所得割額から減
税されます。

○ 減税しきれない場合は、別途給付金（調整給付）が支給されます。

そ の 他

R5に確定・通知済み
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

第1条～第34条の6 （略） 第1条～第34条の6 （略） 

(寄附金税額控除) (寄附金税額控除) 

第34条の7 所得割の納税義務者が、前年中に

法第314条の7第1項第1号及び第2号に掲げ

る寄附金又は次に掲げる寄附金(第1号及び

第2号に掲げるものに関しては、それぞれ北

海道税条例(昭和25年北海道条例第56号)に

定めるものに限る。)を支出した場合には、

同項に規定するところにより控除すべき額

(当該納税義務者が前年中に同条第2項に規

定する特例控除対象寄附金を支出した場合

にあっては、当該控除すべき金額に特例控

除額を加算した金額。以下この項において

「控除額」という。)をその者の第34条の3

及び前条の規定を適用した場合の所得割の

額から控除するものとする。この場合にお

いて、当該控除額が当該所得割の額を超え

るときは、当該控除額は、当該所得割の額

に相当する金額とする。 

 

第34条の7 所得割の納税義務者が、前年中に

法第314条の7第1項第1号及び第2号に掲げ

る寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金

銭(第1号及び第2号に掲げるものに関して

は、それぞれ北海道税条例(昭和25年北海道

条例第56号)に定めるものに限る。)を支出

した場合には、同項に規定するところによ

り控除すべき額(当該納税義務者が前年中

に同条第2項に規定する特例控除対象寄附

金を支出した場合にあっては、当該控除す

べき金額に特例控除額を加算した金額。以

下この項において「控除額」という。)をそ

の者の第34条の3及び前条の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除するものとす

る。この場合において、当該控除額が当該

所得割の額を超えるときは、当該控除額は、

当該所得割の額に相当する金額とする。 

(1) 次に掲げる寄附金 (1) 次に掲げる寄附金又は金銭 

ア～ク （略） ア～ク （略） 

ケ 所得税法第78条第2項第4号に規定 

する公益信託の信託財産とするために

支出した当該公益信託に係る信託事務

に関連する寄附金 

ケ 所得税法第78条第3項に規定する特

定公益信託の信託財産とするために支

出した金銭 

  コ （略） コ （略） 

(2) （略） (2) （略） 

2 （略） 2 （略） 

第34条の8～第50条 （略） 第34条の8～第50条 （略） 

(町民税の減免) (町民税の減免) 

第51条 （略） 第51条 （略） 

2 前項の規定により町民税の減免を受けよ 2 前項の規定によって町民税の減免を受け
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

うとする者は、納期限までに次に掲げる事

項を記載した申請書に減免を受けようとす

る事由を証明する書類を添付して町長に提

出しなければならない。ただし、町長が、

当該者が同項各号のいずれかに該当するこ

とが明らかであり、かつ、町民税を減免す

る必要があると認める場合は、この限りで

ない。 

ようとする者は、納期限までに次に掲げる

事項を記載した申請書に減免を受けようと

する事由を証明する書類を添付して町長に

提出しなければならない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

3 第1項の規定により町民税の減免を受けた

者は、その事由が消滅した場合には、直ち

にその旨を町長に申告しなければならな

い。 

3 第1項の規定によって町民税の減免を受け

た者は、その事由が消滅した場合において

は、直ちにその旨を町長に申告しなければ

ならない。 

第52条～第55条 （略） 第52条～第55条 （略） 

(固定資産税の非課税の規定の適用を受け

ようとするものがすべき申告) 

(固定資産税の非課税の規定の適用を受け 

ようとするものがすべき申告) 

第56条 法第348条第2項第9号、第9号の2若

しくは第12号の固定資産又は同項第16号の

固定資産(独立行政法人労働者健康安全機

構が設置する医療関係者の養成所において

直接教育の用に供するものに限る。)につい

て同項本文の規定の適用を受けようとする

者は、土地については第1号及び第2号に、

家屋については第3号及び第4号に、償却資

産については第5号及び第6号に掲げる事項

を記載した申告書を、当該土地、家屋又は

償却資産が学校法人若しくは私立学校法

(昭和24年法律第270号)第152条第5項の法

人、公益社団法人若しくは公益財団法人、

宗教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園を

設置するもの、医療法(昭和23年法律第205

号)第31条の公的医療機関の開設者、令第4

9条の10第1項に規定する医療法人、公益社

団法人若しくは公益財団法人、一般社団法

第56条 法第348条第2項第9号、第9号の2若

しくは第12号の固定資産又は同項第16号の

固定資産(独立行政法人労働者健康安全機

構が設置する医療関係者の養成所において

直接教育の用に供するものに限る。)につい

て同項本文の規定の適用を受けようとする

者は、土地については第1号及び第2号に、

家屋については第3号及び第4号に、償却資

産については第5号及び第6号に掲げる事項

を記載した申告書を、当該土地、家屋又は

償却資産が学校法人若しくは私立学校法

(昭和24年法律第270号)第64条第4項_の法

人、公益社団法人若しくは公益財団法人、

宗教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園を

設置するもの、医療法(昭和23年法律第205

号)第31条の公的医療機関の開設者、令第4

9条の10第1項に規定する医療法人、公益社

団法人若しくは公益財団法人、一般社団法
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

人(非営利型法人(法人税法第2条第9号の2

に規定する非営利型法人をいう。以下この

条において同じ。)に該当するものに限る。)

若しくは一般財団法人(非営利型法人に該

当するものに限る。)、社会福祉法人、独立

行政法人労働者健康安全機構、健康保険組

合若しくは健康保険組合連合会若しくは国

家公務員共済組合若しくは国家公務員共済

組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生

士、歯科技工士、助産師、臨床検査技師、

理学療法士若しくは作業療法士の養成所を

設置するもの、公益社団法人若しくは公益

財団法人で図書館を設置するもの、公益社

団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教

法人で博物館法(昭和26年法律第285号)第2

条第1項の博物館を設置するもの又は公益

社団法人若しくは公益財団法人で学術の研

究を目的とするもの(以下この条において

「学校法人等」という。)の所有に属しない

ものである場合においては当該土地、家屋

又は償却資産を当該学校法人等に無料で使

用させていることを証明する書面を添付し

て、町長に提出しなければならない。 

人(非営利型法人(法人税法第2条第9号の2

に規定する非営利型法人をいう。以下この

条において同じ。)に該当するものに限る。)

若しくは一般財団法人(非営利型法人に該

当するものに限る。)、社会福祉法人、独立

行政法人労働者健康安全機構、健康保険組

合若しくは健康保険組合連合会若しくは国

家公務員共済組合若しくは国家公務員共済

組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生

士、歯科技工士、助産師、臨床検査技師、

理学療法士若しくは作業療法士の養成所を

設置するもの、公益社団法人若しくは公益

財団法人で図書館を設置するもの、公益社

団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教

法人で博物館法(昭和26年法律第285号)第2

条第1項の博物館を設置するもの又は公益

社団法人若しくは公益財団法人で学術の研

究を目的とするもの(以下この条において

「学校法人等」という。)の所有に属しない

ものである場合においては当該土地、家屋

又は償却資産を当該学校法人等に無料で使

用させていることを証明する書面を添付し

て、町長に提出しなければならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

第57条～第70条 （略） 第57条～第70条 （略） 

(固定資産税の減免) (固定資産税の減免) 

第71条 （略） 第71条 （略） 

2  前項の規定により固定資産税の減免を受

けようとする者は、納期限までに、次に掲

げる事項を記載した申請書にその減免を受

けようとする事由を証明する書類を添付し

て町長に提出しなければならない。ただし、

町長が、当該者が所有する固定資産が同項

各号のいずれかに該当することが明らかで

2  前項の規定によって固定資産税の減免を

受けようとする者は、納期限までに、次に

掲げる事項を記載した申請書にその減免を

受けようとする事由を証明する書類を添付

して町長に提出しなければならない。 
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

あり、かつ、固定資産税を減免する必要が

あると認める場合は、この限りでない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

3 第1項の規定により固定資産税の減免を受

けた者は、その事由が消滅した場合には、

直ちにその旨を町長に申告しなければなら

ない。 

3 第1項の規定によって固定資産税の減免を

受けた者は、その事由が消滅した場合にお

いては、直ちにその旨を町長に申告しなけ

ればならない。 

第72条～第139条の2 （略） 第72条～第139条の2 （略） 

(特別土地保有税の減免) (特別土地保有税の減免) 

第139条の3 （略） 第139条の3 （略） 

2 前項の規定により特別土地保有税の減免

を受けようとする者は、納期限までに、次

に掲げる事項を記載した申請書にその減免

を受けようとする事由を証明する書類を添

付して町長に提出しなければならない。た

だし、町長が、当該者が所有し、又は取得

する土地が同項各号のいずれかに該当する

ことが明らかであり、かつ、特別土地保有

税を減免する必要があると認める場合は、

この限りでない。 

2 前項の規定によって特別土地保有税の減

免を受けようとする者は、納期限までに、

次に掲げる事項を記載した申請書にその減

免を受けようとする事由を証明する書類を

添付して町長に提出しなければならない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

3 第1項の規定により特別土地保有税の減免

を受けた者は、その事由が消滅した場合に

は、直ちにその旨を町長に申告しなければ

ならない。 

3 第1項の規定によって特別土地保有税の減

免を受けた者は、その事由が消滅した場合

には、直ちにその旨を町長に申告しなけれ

ばならない。 

第140条～第140条の7 （略） 第140条～第140条の7 （略） 

附 則 附 則 

第1条～第4条の1 （略） 第1条～第4条の1 （略） 

 (公益法人等に係る町民税の課税の特例) 

 

 

 

 

第4条の2 当分の間、租税特別措置法第40条

第3項後段(同条第6項から第10項まで及び

第11項(同条第12項において準用する場合

を含む。以下この条において同じ。)の規定
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

によりみなして適用する場合を含む。)の規

定の適用を受けた同法第40条第3項に規定

する公益法人等(同条第6項から第11項まで

の規定により特定贈与等に係る公益法人等

とみなされる法人を含む。)を同条第3項に

規定する贈与又は遺贈を行った個人とみな

して、令附則第3条の2の3で定めるところに

より、これに同項に規定する財産(同法第40

条第6項から第11項までの規定により特定

贈与等に係る財産とみなされる資産を含

む。)に係る山林所得の金額、譲渡所得の金

額又は雑所得の金額に係る町民税の所得割

を課する。 

第5条～第7条の4 （略） 第5条～第7条の4 （略） 

(令和6年度分の個人の町民税の特別税額控

除) 

 

第7条の5 令和6年度分の個人の町民税に限

り、法附則第5条の8第4項及び第5項に規定

するところにより控除すべき町民税に係る

令和6年度分特別税額控除額を、前年の合計

所得金額が1,805万円以下である所得割の

納税義務者(次条及び附則第7条の7におい

て「特別税額控除対象納税義務者」という。)

の第34条の3、第34条の6から第34条の9ま

で、附則第5条第2項、附則第7条第1項、附

則第7条の3の2第1項、前条及び附則第9条

の2の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 

 

2 前項の規定の適用がある場合における第3

4条の7第2項、第47条の5第1項及び前条の

規定の適用については、第34条の7第2項及

び前条中「附則第5条の6第2項」とあるのは

「附則第5条の6第2項及び第5条の8第6項」

と、第47条の5第1項中「課した」とあるの
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

は「附則第7条の5第1項の規定の適用がない

ものとした場合に課すべき」と、「の前々

年中」とあるのは「の同項の規定の適用が

ないものとした場合における前々年中」と、

「、前々年中」とあるのは「、附則第7条の

5第1項の規定の適用がないものとした場合

における前々年中」とする。 

(令和6年度分の個人の町民税の納税通知書

に関する特例) 

 

第7条の6 令和6年度分の個人の町民税に限

り、個人の町民税の納税通知書に記載すべ

き各納期の納付額については、第41条の規

定にかかわらず、次に定めるところによる。 

 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別

税額控除前の普通徴収に係る個人の町民

税の額(前条第1項の規定の適用がないも

のとした場合に算出される普通徴収に係

る個人の町民税の額をいう。)、特別税額

控除前の普通徴収に係る個人の道民税の

額(法附則第5条の8第1項及び第2項の規

定の適用がないものとした場合に算出さ

れる普通徴収に係る個人の道民税の額を

いう。)及び普通徴収に係る森林環境税の

額の合算額(以下この号において「特別税

額控除前の普通徴収に係る個人の住民税

の額」という。)からその者の普通徴収に

係る個人の町民税の額、普通徴収に係る

個人の道民税の額及び普通徴収に係る森

林環境税の額の合算額を控除した額(以

下この項において「普通徴収の個人の住

民税に係る特別税額控除額」という。)が

その者の特別税額控除前の普通徴収に係

る個人の住民税の額を4で除して得た金

額(当該金額に1,000円未満の端数がある
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

とき、又は当該金額の全額が1,000円未満

であるときは、その端数金額又はその全

額を切り捨てた金額。以下この項におい

て「分割金額」という。)に3を乗じて得

た金額をその者の特別税額控除前の普通

徴収に係る個人の住民税の額から控除し

た残額に相当する金額(以下この項にお

いて「第1期分金額」という。)に満たな

い場合には、当該納税通知書に記載すべ

き各納期の納付額は、第40条第1項に規定

する第1期の納期(以下この項、次項及び

次条第1項において「第1期納期」という。)

においてはその者の第1期分金額からそ

の者の普通徴収の個人の住民税に係る特

別税額控除額を控除した額とし、その他

のそれぞれの納期においてはその者の分

割金額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の普通

徴収の個人の住民税に係る特別税額控除

額がその者の第1期分金額以上であり、か

つ、その者の第1期分金額とその者の分割

金額との合計額に満たない場合には、当

該納税通知書に記載すべき各納期の納付

額は、第1期納期においてはないものと

し、第40条第1項に規定する第2期の納期

(以下この項及び次条第1項において「第2

期納期」という。)においてはその者の第

1期分金額とその者の分割金額との合計

額からその者の普通徴収の個人の住民税

に係る特別税額控除額を控除した額と

し、第40条第1項に規定する第3期の納期

(以下この項において「第3期納期」とい

う。)及び同条第1項に規定する第4期の納

期(以下この項において「第4期納期」と
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改 正 後 改 正 前 

いう。)においてはその者の分割金額とす

る。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の普通

徴収の個人の住民税に係る特別税額控除

額がその者の第1期分金額とその者の分

割金額との合計額以上であり、かつ、そ

の者の第1期分金額とその者の分割金額

に2を乗じて得た金額との合計額に満た

ない場合には、当該納税通知書に記載す

べき各納期の納付額は、第1期納期及び第

2期納期においてはないものとし、第3期

納期においてはその者の第1期分金額と

その者の分割金額に2を乗じて得た金額

との合計額からその者の普通徴収の個人

の住民税に係る特別税額控除額を控除し

た額とし、第4期納期においてはその者の

分割金額とする。 

 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の普通

徴収の個人の住民税に係る特別税額控除

額がその者の第1期分金額とその者の分

割金額に2を乗じて得た金額との合計額

以上である場合には、当該納税通知書に

記載すべき各納期の納付額は、第1期納

期、第2期納期及び第3期納期においては

ないものとし、第4期納期においてはその

者の普通徴収に係る個人の町民税の額、

普通徴収に係る個人の道民税の額及び普

通徴収に係る森林環境税の額の合算額と

する。 

 

2 令和6年度分の個人の町民税(第1期納期か

ら第47条第1項の規定により普通徴収の方

法によって徴収されることとなったものを

除く。)を同項の規定により普通徴収の方法

によって徴収する場合については、前項の

 

－14－



厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

規定は、適用しない。 

(令和6年度分の公的年金等に係る所得に係

る個人の町民税に関する特例) 

 

第7条の7 令和6年度分の個人の町民税に限

り、第47条の2第1項の規定により特別徴収

の方法によって徴収すべき公的年金等に係

る所得に係る個人の町民税(第3項において

「年金所得に係る特別徴収の個人の町民

税」という。)の額及び同条第2項の規定に

より普通徴収の方法によって徴収すべき公

的年金等に係る所得に係る個人の町民税の

額については、次に定めるところによる。 

 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別

税額控除前の年金所得に係る個人の町民

税の額(附則第7条の5第1項の規定の適用

がないものとした場合に算出される第47

条の2第1項に規定する前年中の公的年金

等に係る所得に係る所得割額及び均等割

額(これと併せて賦課徴収を行う森林環

境税額を含む。以下この号及び第5号にお

いて同じ。)の合算額(以下この号及び第5

号において「年金所得に係る所得割額及

び均等割額の合算額」という。)をいう。

以下この号及び第3項第1号において同

じ。)からその者の年金所得に係る所得割

額及び均等割額の合算額を控除した額

(以下この項及び第3項において「年金所

得に係る個人の町民税に係る特別税額控

除額」という。)がその者の特別税額控除

前の普通徴収に係る個人の町民税の額

(特別税額控除前の年金所得に係る個人

の町民税の額から特別税額控除前の特別

徴収に係る個人の町民税の額(特別税額

控除前の年金所得に係る個人の町民税の
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改 正 後 改 正 前 

額の2分の1に相当する額をいう。以下こ

の号において同じ。)を控除した額をい

う。以下この号において同じ。)を2で除

して得た金額(当該金額に1,000円未満の

端数があるとき、又は当該金額の全額が

1,000円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てた金額。以下こ

の項において「第2期分金額」という。)

をその者の特別税額控除前の普通徴収に

係る個人の町民税の額から控除した残額

に相当する金額(以下この項において「第

1期分金額」という。)に満たない場合に

は、第1期納期及び第2期納期に普通徴収

の方法によって徴収すべき公的年金等に

係る所得に係る個人の町民税の額(以下

この項において「普通徴収対象税額」と

いう。)並びに第47条の3に規定する特別

徴収対象年金給付の支払をする際、特別

徴収の方法によって徴収すべき公的年金

等に係る所得に係る個人の町民税の額

(以下この項及び第3項において「特別徴

収対象税額」という。)は、第1期納期に

おいてはその者の第1期分金額からその

者の年金所得に係る個人の町民税に係る

特別税額控除額を控除した残額に相当す

る税額、第2期納期においてはその者の第

2期分金額に相当する税額、当該年度の初

日の属する年の10月1日から11月30日ま

での間においてはその者の特別税額控除

前の特別徴収に係る個人の町民税の額を

3で除して得た金額(当該金額に100円未

満の端数があるとき、又は当該金額の全

額が100円未満であるときは、その端数金

額又はその全額を切り捨てた金額。以下
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改 正 後 改 正 前 

この項において「分割金額」という。)に

2を乗じて得た金額をその者の特別税額

控除前の特別徴収に係る個人の町民税の

額から控除した残額に相当する金額(以

下この項において「10月分金額」という。)

に相当する税額、同年12月1日から翌年の

3月31日までの間においてはその者の分

割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の第1期分金額以上であ

り、かつ、その者の第1期分金額とその者

の第2期分金額との合計額に満たない場

合には、普通徴収対象税額及び特別徴収

対象税額は、第1期納期における税額はな

いものとし、第2期納期においてはその者

の第1期分金額とその者の第2期分金額と

の合計額からその者の年金所得に係る個

人の町民税に係る特別税額控除額を控除

した残額に相当する税額、当該年度の初

日の属する年の10月1日から11月30日ま

での間においてはその者の10月分金額に

相当する税額、同年12月1日から翌年の3

月31日までの間においてはその者の分割

金額に相当する税額とする。 

 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の第1期分金額とその者

の第2期分金額との合計額以上であり、か

つ、その者の第1期分金額、その者の第2

期分金額及びその者の10月分金額の合計

額に満たない場合には、普通徴収対象税

額及び特別徴収対象税額は、第1期納期及

び第2期納期における税額はないものと
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

し、当該年度の初日の属する年の10月1

日から11月30日までの間においてはそ

の者の第1期分金額、その者の第2期分金

額及びその者の10月分金額の合計額から

その者の年金所得に係る個人の町民税に

係る特別税額控除額を控除した残額に相

当する税額、同年12月1日から翌年の3月

31日までの間においてはその者の分割金

額に相当する税額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の第1期分金額、その者の

第2期分金額及びその者の10月分金額の

合計額以上であり、かつ、その者の第1

期分金額、その者の第２期分金額、その

者の10月分金額及びその者の分割金額の

合計額に満たない場合には、普通徴収対

象税額及び特別徴収対象税額は、第1期納

期及び第2期納期並びに当該年度の初日

の属する年の10月1日から11月30日まで

の間における税額はないものとし、同年1

2月1日から翌年の1月31日までの間にお

いてはその者の第1期分金額、その者の第

2期分金額、その者の10月分金額及びその

者の分割金額の合計額からその者の年金

所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額を控除した残額に相当する税額、

同年2月1日から3月31日までの間におい

てはその者の分割金額に相当する税額と

する。 

 

(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の第1期分金額、その者の

第2期分金額、その者の10月分金額及びそ
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

の者の分割金額の合計額以上である場合

には、普通徴収対象税額及び特別徴収対

象税額は、第1期納期及び第2期納期並び

に当該年度の初日の属する年の10月1日

から翌年の1月31日までの間における税

額はないものとし、同年2月1日から3月3

1日までの間においてはその者の年金所

得に係る所得割額及び均等割額の合算額

に相当する税額とする。 

2 前項の規定の適用がある場合における第4

7条の4の規定の適用については、同条第2

項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該

年度の初日の属する年の10月1日から翌年

の3月31日までの間における当該特別徴収

対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給

付の支払の回数で除して得た額」とあるの

は、「附則第7条の7第1項各号に規定する特

別徴収の方法によって徴収すべき額」とす

る。 

 

3 令和6年度分の個人の町民税に限り、年金

所得に係る特別徴収の個人の町民税の額

(第1項の規定の適用があるものを除く。)に

ついては、次に定めるところによる。 

 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の特別税額控除前の特別

徴収に係る個人の町民税の額(特別税額

控除前の年金所得に係る個人の町民税の

額から第47条の5第1項に規定する年金

所得に係る仮特別徴収税額を控除した額

をいう。以下この号において同じ。)を3

で除して得た金額(当該金額に100円未満

の端数があるとき、又は当該金額の全額

が100円未満であるときは、その端数金額
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

又はその全額を切り捨てた金額。以下こ

の項において「分割金額」という。)に2

を乗じて得た金額をその者の特別税額控

除前の特別徴収に係る個人の町民税の額

から控除した残額に相当する金額(以下

この項において「10月分金額」という。)

に満たない場合には、特別徴収対象税額

は、当該年度の初日の属する年の10月1

日から11月30日までの間においてはそ

の者の10月分金額からその者の年金所得

に係る個人の町民税に係る特別税額控除

額を控除した残額に相当する税額、同年1

2月1日から翌年の3月31日までの間にお

いてはその者の分割金額に相当する税額

とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の10月分金額以上であ

り、かつ、その者の10月分金額とその者

の分割金額との合計額に満たない場合に

は、特別徴収対象税額は、当該年度の初

日の属する年の10月1日から11月30日ま

での間における税額はないものとし、同

年12月1日から翌年の1月31日までの間

においてはその者の10月分金額とその者

の分割金額との合計額からその者の年金

所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額を控除した残額に相当する税額、

同年2月1日から3月31日までの間におい

てはその者の分割金額に相当する税額と

する。 

 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る個人の町民税に係る特別税額

控除額がその者の10月分金額とその者の
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改 正 後 改 正 前 

分割金額との合計額以上である場合に

は、特別徴収対象税額は、当該年度の初

日の属する年の10月1日から翌年の1月3

1日までの間における税額はないものと

し、同年2月1日から3月31日までの間に

おいてはその者の第47条の5第2項の規

定により読み替えられた第47条の2第1

項に規定する年金所得に係る特別徴収税

額に相当する税額とする。 

4 前項の規定の適用がある場合における第4

7条の4の規定の適用については、同条第2

項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該

年度の初日の属する年の10月1日から翌年

の3月31日までの間における当該特別徴収

対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給

付の支払の回数で除して得た額」とあるの

は、「附則第7条の7第3項各号に規定する特

別徴収の方法によって徴収すべき額」とす

る。 

 

5 令和6年度分の個人の町民税につき第47条

の6第1項の規定の適用がある場合について

は、前各項の規定は、適用しない。 

 

(令和7年度分の個人の町民税の特別税額控

除) 

 

第7条の8 令和7年度分の個人の町民税に限

り、法附則第5条の12第3項及び第4項に規

定するところにより控除すべき町民税に係

る令和7年度分特別税額控除額を、同条第3

項に規定する特別税額控除対象納税義務者

の第34条の3、第34条の6から第34条の9ま

で、附則第5条第2項、附則第7条第1項、附

則第7条の3の2第1項、附則第7条の4及び附

則第9条の2の規定を適用した場合の所得割

の額から控除する。 
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

(肉用牛の売却による事業所得に係る町民

税の課税の特例) 

(肉用牛の売却による事業所得に係る町民

税の課税の特例) 

第8条 （略） 第8条 （略） 

2 前項に規定する各年度分の個人の町民税

に限り、法附則第6条第5項に規定する場合

において、第36条の2第1項の規定による申

告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置法

第25条第2項第2号に規定する事業所得の明

細に関する事項の記載があるときは、その

者の前年の総所得金額に係る町民税の所得

割の額は、第33条から第34条の3まで、第3

4条の6から第34条の8まで、附則第7条第1

項、附則第7条の3第1項、附則第7条の3の2

第1項及び附則第7条の4の規定にかかわら

ず、法附則第6条第5項各号に掲げる金額の

合計額とすることができる。 

2 前項に規定する各年度分の個人の町民税

に限り、法附則第6条第5項に規定する場合

において、第36条の2第1項の規定による申

告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置法

第25条第2項第2号に規定する事業所得の明

細に関する事項の記載があるときは、その

者の前年の総所得金額に係る町民税の所得

割の額は、第33条から第34条の3まで、第3

4条の6から第34条の8まで、附則第7条第1

項、附則第7条の3第1項、附則第7条の3の2

第1項及び前条の規定にかかわらず、法附則

第6条第5項各号に掲げる金額の合計額とす

ることができる。 

3 前項の規定の適用がある場合における第3

4条の9第1項、附則第7条の5第1項及び前条

の規定の適用については、第34条の9第1項

中「前3条」とあるのは「前3条並びに附則

第8条第2項」と、附則第7条の5第1項中「前

条」とあるのは「前条、附則第8条第2項」

と、前条中「附則第7条の4」とあるのは「附

則第7条の4、次条第1項」とする。 

3 前項の規定の適用がある場合における第3

4条の9第1項の規定の適用については、同項

中「前3条」とあるのは、「前3条並びに附

則第8条第2項」とする。 

 

 

 

 

第9条～第10条の1 （略） 第9条～第10条の1 （略） 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

第10条の2 （略） 第10条の2 （略） 

2～11 （略） 2～11 （略） 

12 法附則第15条第25項第2号に規定する設

備について同号に規定する市町村の条例で

定める割合は、7分の6とする。 

 

13 法附則第15条第25項第3号イに規定する 12 法附則第15条第25項第2号イに規定する
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、4分の3とする。 

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、4分の3とする。 

14 法附則第15条第25項第3号ロに規定する

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、4分の3とする。 

13 法附則第15条第25項第2号ロに規定する

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、4分の3とする。 

15 法附則第15条第25項第3号ハに規定する

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、4分の3とする。 

14 法附則第15条第25項第2号ハに規定する

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、4分の3とする。 

16 法附則第15条第25項第4号イに規定する

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、2分の1とする。 

15 法附則第15条第25項第3号イに規定する

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、2分の1とする。 

17 法附則第15条第25項第4号ロに規定する

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、2分の1とする。 

16 法附則第15条第25項第3号ロに規定する

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、2分の1とする。 

18 法附則第15条第25項第4号ハに規定する

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、2分の1とする。 

17 法附則第15条第25項第3号ハに規定する

設備について同号に規定する市町村の条例

で定める割合は、2分の１とする。 

19 法附則第15条第28項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

18 法附則第15条第28項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

20 法附則第15条第32項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

19 法附則第15条第32項に規定する市町村

の条例で定める割合は、2分の1とする。 

21 法附則第15条第38項に規定する市町村

の条例で定める割合は、2分の1とする。 

20 法附則第15条第38項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

22・23 （略） 21・22 （略） 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告) 

第10条の3 （略） 第10条の3 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 町長は、法附則第15条の7第1項又は第2項

の認定長期優良住宅のうち区分所有に係る

住宅については、前項の申告書の提出がな

かった場合においても、長期優良住宅の普
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改 正 後 改 正 前 

及の促進に関する法律(平成20年法律第87

号)第5条第4項に規定する管理者等から、法

附則第15条の7第3項に規定する期間内に施

行規則附則第7条第4項に規定する書類の提

出がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅

が法附則第15条の7第1項又は第2項に規定

する要件に該当すると認められるときは、

前項の規定にかかわらず、同条第1項又は第

2項の規定を適用することができる。 

4～8 （略） 3～7 （略） 

9 法附則第15条の9第4項の高齢者等居住改

修住宅又は同条第5項の高齢者等居住改修

専有部分について、これらの規定の適用を

受けようとする者は、同条第4項に規定する

居住安全改修工事が完了した日から3月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第7条第9項各号に掲げる書類

を添付して町長に提出しなければならな

い。 

8 法附則第15条の9第4項の高齢者等居住改

修住宅又は同条第5項の高齢者等居住改修

専有部分について、これらの規定の適用を

受けようとする者は、同条第4項に規定する

居住安全改修工事が完了した日から3月以

内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第7条第8項各号に掲げる書類

を添付して町長に提出しなければならな

い。 

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 

10 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改

修等住宅又は同条第10項の熱損失防止改修

等専有部分について、これらの規定の適用

を受けようとする者は、同条第9項に規定す

る熱損失防止改修工事等が完了した日から

3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第7条第10項各号に掲げ

る書類を添付して町長に提出しなければな

らない。 

9 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改修

等住宅又は同条第10項の熱損失防止改修等

専有部分について、これらの規定の適用を

受けようとする者は、同条第9項に規定する

熱損失防止改修工事等が完了した日から3

月以内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第7条第9項各号に掲げる

書類を添付して町長に提出しなければなら

ない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

11 法附則第15条の9の2第1項に規定する特

定耐震基準適合住宅について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該特定耐

震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した

10 法附則第15条の9の2第1項に規定する特

定耐震基準適合住宅について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該特定耐

震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した
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改 正 後 改 正 前 

日から3月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第7条第11項各号

に掲げる書類を添付して町長に提出しなけ

ればならない。 

日から3月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第7条第10項各号

に規定する書類を添付して町長に提出しな

ければならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

12 法附則第15条の9の2第4項に規定する特

定熱損失防止改修等住宅又は同条第5項に

規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部

分について、これらの規定の適用を受けよ

うとする者は、法附則第15条の9第9項に規

定する熱損失防止改修工事等が完了した日

から3月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第7条第12項各号に

掲げる書類を添付して町長に提出しなけれ

ばならない。 

11 法附則第15条の9の2第4項に規定する特

定熱損失防止改修等住宅又は同条第5項に

規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部

分について、これらの規定の適用を受けよ

うとする者は、法附則第15条の9第9項に規

定する熱損失防止改修工事等が完了した日

から3月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第7条第11項各号に

掲げる書類を添付して町長に提出しなけれ

ばならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

13 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合

家屋について、同項の規定の適用を受けよ

うとする者は、当該耐震基準適合家屋に係

る耐震改修が完了した日から3月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則

附則第7条第18項に規定する補助に係る補

助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修

の促進に関する法律(平成7年法律第123号)

第7条又は附則第3条第1項の規定による報

告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令附

則第12条第19項に規定する基準を満たすこ

とを証する書類を添付して町長に提出しな

ければならない。 

12 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合

家屋について、同項の規定の適用を受けよ

うとする者は、当該耐震基準適合家屋に係

る耐震改修が完了した日から3月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則

附則第7条第17項に規定する補助に係る補

助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修

の促進に関する法律(平成7年法律第123号)

第7条又は附則第3条第1項の規定による報

告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令附

則第12条第19項に規定する基準を満たすこ

とを証する書類を添付して町長に提出しな

ければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 施行規則附則第7条第18項に規定する

補助の算定の基礎となった当該耐震基準

適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(5) 施行規則附則第7条第17項に規定する

補助の算定の基礎となった当該耐震基準

適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(6) （略） (6) （略） 
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(土地に対して課する令和6年度から令和8

年度までの各年度分の固定資産税の特例に

関する用語の意義) 

(土地に対して課する令和3年度から令和5

年度までの各年度分の固定資産税の特例に 

関する用語の意義) 

第11条 （略） 第11条 （略） 

(令和7年度又は令和8年度における土地の

価格の特例) 

(令和4年度又は令和5年度における土地の

価格の特例) 

第11条の2 町の区域内の自然的及び社会的

条件からみて類似の利用価値を有すると認

められる地域において地価が下落し、かつ、

町長が土地の修正前の価格(法附則第17条

の2第1項に規定する修正前の価格をいう。)

を当該年度分の固定資産税の課税標準とす

ることが固定資産税の課税上著しく均衡を

失すると認める場合における当該土地に対

して課する固定資産税の課税標準は、第61

条の規定にかかわらず、令和7年度分又は令

和8年度分の固定資産税に限り、当該土地の

修正価格(法附則第17条の2第1項に規定す

る修正価格をいう。)で土地課税台帳等に登

録されたものとする。 

第11条の2 町の区域内の自然的及び社会的

条件からみて類似の利用価値を有すると認

められる地域において地価が下落し、かつ、

町長が土地の修正前の価格(法附則第17条

の2第1項に規定する修正前の価格をいう。)

を当該年度分の固定資産税の課税標準とす

ることが固定資産税の課税上著しく均衡を

失すると認める場合における当該土地に対

して課する固定資産税の課税標準は、第61

条の規定にかかわらず、令和4年度分又は令

和5年度分の固定資産税に限り、当該土地の

修正価格(法附則第17条の2第1項に規定す

る修正価格をいう。)で土地課税台帳等に登

録されたものとする。 

2 法附則第17条の2第2項に規定する令和7

年度適用土地又は令和7年度類似適用土地

であって、令和8年度分の固定資産税につい

て前項の規定の適用を受けないこととなる

ものに対して課する同年度分の固定資産税

の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、

修正された価格(法附則第17条の2第2項に

規定する修正された価格をいう。)で土地課

税台帳等に登録されたものとする。 

2 法附則第17条の2第2項に規定する令和4

年度適用土地又は令和4年度類似適用土地

であって、令和5年度分の固定資産税につい

て前項の規定の適用を受けないこととなる

ものに対して課する同年度分の固定資産税

の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、

修正された価格(法附則第17条の2第2項に

規定する修正された価格をいう。)で土地課

税台帳等に登録されたものとする。 

(宅地等に対して課する令和6年度から令和

8年度までの各年度分の固定資産税の特例) 

(宅地等に対して課する令和3年度から令和

5年度までの各年度分の固定資産税の特例) 

第12条 宅地等に係る令和6年度から令和8年

度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

第12条 宅地等に係る令和3年度から令和5年

度までの各年度分の固定資産税の額は、当

該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

－26－



厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税

に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格(当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法第

349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該価格に同条に定める率

を乗じて得た額。以下この条において同

じ。)に100分の5を乗じて得た額を加算した

額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3又は附則第15条か

ら第15条の3までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産

税額(以下「宅地等調整固定資産税額」とい

う。)を超える場合には、当該宅地等調整固

定資産税額とする。 

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税

に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき価格(当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法第

349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該価格に同条に定める率

を乗じて得た額。以下この条において同

じ。)に100分の5(商業地等に係る令和4年度

分の固定資産税にあっては、100分の2.5)を

乗じて得た額を加算した額(令和3年度分の

固定資産税にあっては、前年度分の固定資

産税の課税標準額)(当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の3又は

附則第15条から第15条の3までの規定の適

用を受ける宅地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額)

を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額(以下「宅地等調整固定資

産税額」という。)を超える場合には、当該

宅地等調整固定資産税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和6年度から令和8年度までの各年度分

の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等

調整固定資産税額が、当該商業地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格に10分の6を乗じて得た額(当該商

業地等が当該年度分の固定資産税について

法第349条の3又は附則第15条から第15条

の3までの規定の適用を受ける商業地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額)を当該商業地等に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準とな

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係

る令和4年度分及び令和5年度分の宅地等調

整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資

産税額が、当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき価格に

10分の6を乗じて得た額(当該商業地等が当

該年度分の固定資産税について法第349条

の3又は附則第15条から第15条の3までの

規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額)を当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき額
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改 正 後 改 正 前 

るべき額とした場合における固定資産税額

を超える場合には、同項の規定にかかわら

ず、当該固定資産税額とする。 

とした場合における固定資産税額を超える

場合には、同項の規定にかかわらず、当該

固定資産税額とする。 

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る

令和6年度から令和8年度までの各年度分の

宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格に10分の2を乗じて得た額(当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第34

9条の3又は附則第15条から第15条の3まで

の規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗

じて得た額)を当該宅地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額に満たない

場合には、同項の規定にかかわらず、当該

固定資産税額とする。 

3 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係

る令和4年度分及び令和5年度分の宅地等調

整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資

産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格に10

分の2を乗じて得た額(当該宅地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条の3又

は附則第15条から第15条の3までの規定の

適用を受ける宅地等であるときは、当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該宅地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額に満たない場合に

は、同項の規定にかかわらず、当該固定資

産税額とする。 

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が0.6以上0.7以下のものに係る

令和6年度から令和8年度までの各年度分の

固定資産税の額は、第1項の規定にかかわら

ず、当該商業地等の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準

額(当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第349条の3又は附則第15条

から第15条の3までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、前年度分の固定資

産税の課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税額

(以下「商業地等据置固定資産税額」という。)

とする。 

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が0.6以上0.7以下のものに係る

令和3年度から令和5年度までの各年度分の

固定資産税の額は、第1項の規定にかかわら

ず、当該商業地等の当該年度分の固定資産

税に係る前年度分の固定資産税の課税標準

額(当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第349条の3又は附則第15条

から第15条の3までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、前年度分の固定資

産税の課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税額

(以下「商業地等据置固定資産税額」という。)

とする。 
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5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が0.7を超えるものに係る令和6

年度から令和8年度までの各年度分の固定

資産税の額は、第1項の規定にかかわらず、

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格に10分の7を

乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3又は附

則第15条から第15条の3までの規定の適用

を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額)

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額(以下「商業地等調整固

定資産税額」という。)とする。 

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度

の負担水準が0.7を超えるものに係る令和3

年度から令和5年度までの各年度分の固定

資産税の額は、第1項の規定にかかわらず、

当該商業地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格に10分の7を

乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3又は附

則第15条から第15条の3までの規定の適用

を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額)

を当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額(以下「商業地等調整固

定資産税額」という。)とする。 

(農地に対して課する令和6年度から令和8

年度までの各年度分の固定資産税の特例) 

(農地に対して課する令和3年度から令和5

年度までの各年度分の固定資産税の特例) 

第13条 農地に係る令和6年度から令和8年度

までの各年度分の固定資産税の額は、当該

農地に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額

(当該農地が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3又は附則第15条から第1

5条の3までの規定の適用を受ける農地であ

るときは、当該課税標準額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)に、当該農地の

当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調

整率を乗じて得た額を当該農地に係る当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額(以下

「農地調整固定資産税額」という。)を超え

る場合には、当該農地調整固定資産税額と

第13条 農地に係る令和3年度から令和5年度

までの各年度分の固定資産税の額は、当該

農地に係る当該年度分の固定資産税額が、

当該農地に係る当該年度分の固定資産税に

係る前年度分の固定資産税の課税標準額

(当該農地が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3又は附則第15条から第1

5条の3までの規定の適用を受ける農地であ

るときは、当該課税標準額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額。以下この項に

おいて同じ。)に、当該農地の当該年度の次

の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応

じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じ

て得た額(令和3年度分の固定資産税にあっ

ては、前年度分の固定資産税の課税標準額)

を当該農地に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合におけ
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

する。 る固定資産税額(以下「農地調整固定資産税

額」という。)を超える場合には、当該農地

調整固定資産税額とする。 

（略） 
 

（略） 
 

第13条の2～第14条の2 （略） 第13条の2～第14条の2 （略） 

(特別土地保有税の課税の特例) (特別土地保有税の課税の特例) 

第15条 附則第12条第1項から第5項までの

規定の適用がある宅地等(附則第11条第2号

に掲げる宅地等をいうものとし、法第349

条の3、第349条の3の2又は附則第15条から

第15条の3までの規定の適用がある宅地等

を除く。)に対して課する令和6年度から令

和8年度までの各年度分の特別土地保有税

については、第137条第1号及び第140条の5

中「当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき価格」とあるのは、「当該年度分

の固定資産税に係る附則第12条第1項から

第5項までに規定する課税標準となるべき

額」とする。 

第15条 附則第12条第1項から第5項までの

規定の適用がある宅地等(附則第11条第2号

に掲げる宅地等をいうものとし、法第349

条の3、第349条の3の2又は附則第15条から

第15条の3までの規定の適用がある宅地等

を除く。)に対して課する令和3年度から令

和6年度までの各年度分の特別土地保有税

については、第137条第1号及び第140条の5

中「当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき価格」とあるのは、「当該年度分

の固定資産税に係る附則第12条第1項から

第5項までに規定する課税標準となるべき

額」とする。 

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地評

価土地の取得のうち平成18年1月1日から令

和9年3月31日までの間にされたものに対し

て課する特別土地保有税については、第13

7条第2号中「不動産取得税の課税標準とな

るべき価格」とあるのは「不動産取得税の

課税標準となるべき価格(法附則第11条の5

第1項の規定の適用がないものとした場合

における課税標準となるべき価格をいう。)

に2分の1を乗じて得た額」とし、「令第54

条の38第1項に規定する価格」とあるのは

「令第54条の38第1項に規定する価格(法附

則第11条の5第1項の規定の適用がないもの

とした場合における価格をいう。)に2分の1

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地評

価土地の取得のうち平成18年1月1日から令

和6年3月31日までの間にされたものに対し

て課する特別土地保有税については、第13

7条第2号中「不動産取得税の課税標準とな

るべき価格」とあるのは「不動産取得税の

課税標準となるべき価格(法附則第11条の5

第1項の規定の適用がないものとした場合

における課税標準となるべき価格をいう。)

に2分の1を乗じて得た額」とし、「令第54

条の38第1項に規定する価格」とあるのは

「令第54条の38第1項に規定する価格(法附

則第11条の5第1項の規定の適用がないもの

とした場合における価格をいう。)に2分の1
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

を乗じて得た額」とする。 を乗じて得た額」とする。 

3～5 （略） 3～5 （略） 

第15条の2～第16条の2 （略） 第15条の2～第16条の2 （略） 

(上場株式等に係る配当所得等に係る町民

税の課税の特例) 

(上場株式等に係る配当所得等に係る町民

税の課税の特例) 

第16条の3 （略） 第16条の3 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」と

あるのは、「所得割の額並びに附則第16

条の3第1項の規定による町民税の所得割

の額」とする。 

 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る町

民税の課税の特例) 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る町

民税の課税の特例) 

第16条の4 （略） 第16条の4 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」と

あるのは、「所得割の額並びに附則第16

条の3第1項の規定による町民税の所得割

の額」とする。 

 

4 （略） 4 （略） 

(長期譲渡所得に係る個人の町民税の課税

の特例) 

(長期譲渡所得に係る個人の町民税の課税

の特例) 
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

第17条 （略） 第17条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」と

あるのは、「所得割の額並びに附則第17

条第1項の規定による町民税の所得割の

額」とする。 

 

 

 

 

 

 

第17条の2・第17条の3 （略） 第17条の2・第17条の3 （略） 

(短期譲渡所得に係る個人の町民税の課税

の特例) 

(短期譲渡所得に係る個人の町民税の課税

の特例) 

第18条 （略） 第18条 （略） 

2～4 （略） 2～4 （略） 

5 第1項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

5  第1項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」と

あるのは、「所得割の額並びに附則第19

条第1項の規定による町民税の所得割の

額」とする。 

 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の町民税の課税の特例) 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の町民税の課税の特例) 

第19条 （略） 第19条 （略） 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規  
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厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

定の適用については、附則第8条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」と

あるのは、「所得割の額並びに附則第19

条第1項の規定による町民税の所得割の

額」とする。 

第19条の2 （略） 第19条の2 （略） 

(先物取引に係る雑所得等に係る個人の町

民税の課税の特例) 

(先物取引に係る雑所得等に係る個人の町

民税の課税の特例) 

第20条 （略） 第20条 （略） 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の

規定の適用については、附則第7条の5

第1項及び附則第7条の8中「所得割の

額」とあるのは、「所得割の額並びに

附則第20条第1項の規定による町民税

の所得割の額」とする。 

 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の町民税の課税の特例) 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係

る個人の町民税の課税の特例) 

第20条の2 （略） 第20条の2 （略） 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」と

あるのは、「所得割の額並びに附則第20

条の2第1項の規定による町民税の所得割

の額」とする。 

 

3・4 （略） 3・4 （略） 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

－33－



厚真町税条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」と

あるのは、「所得割の額並びに附則第20

条の2第3項後段の規定による町民税の所

得割の額」とする。 

 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の町民税の課税の特例) 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係

る個人の町民税の課税の特例) 

第20条の3 （略） 第20条の3 （略） 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定

めるところによる。 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定 

めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第8条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」と

あるのは、「所得割の額並びに附則第20

条の3第1項の規定による町民税の所得割

の額」とする。 

 

3・4 （略） 3・4 （略） 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、

次に定めるところによる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規

定の適用については、附則第7条の5第1

項及び附則第7条の8中「所得割の額」と

あるのは、「所得割の額並びに附則第20

条の3第3項後段の規定による町民税の所

得割の額」とする。 

 

6 （略） 6 （略） 

第21条～第28条 （略） 第21条～第28条 （略） 
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議案説明資料 

 

【議案第２号】 

厚真町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例の全部改正について 

【議案第３号】 

 厚真町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準を定める条例の全部改正について 

【議案第４号】 

 厚真町指定介護予防支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定介護予防

支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の全部改正について 

【議案第５号】 

 厚真町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例の全部改正について 

 

１ 改正概要 

令和６年１月２５日に「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関

する基準等の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第１６号）」が公布さ

れ、関係する省令の一部が改正されたことに伴い、当該省令に準拠して定めてい

る町の条例を改正するものです。 
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改正された国の示す基準

（省令） 
改正する条例 

指定地域密着型サービス

の事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成

１８年厚生労働省令第３

４号） 

厚真町指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４

年条例第２２号） 条例①（議案第２号）  

【町内事業所】 

〇あつまデイサービスセンター（厚真福祉会） 

〇厚南デイサービスセンター（厚真福祉会） 

〇小規模多機能ホーム「ほんごう」（エムリンク札

幌） 

〇厚真町高齢者グループホームやわらぎ（エムリ

ンク札幌） 

〇グループホームえがおの家（ゆうあいネットあ

つま） 

指定地域密着型介護予防

サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定

地域密着型介護予防サー

ビスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法

に関する基準（平成１８

年厚生労働省令第３６

号） 

厚真町指定地域密着型介護予防サービスの事業の

人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準を定める条例（平成２４年条

例第２４号）  条例②（議案第３号） 

【町内事業所】 

〇あつまデイサービスセンター（厚真福祉会） 

〇厚南デイサービスセンター（厚真福祉会） 

〇小規模多機能ホーム「ほんごう」（エムリンク札

幌） 

〇厚真町高齢者グループホームやわらぎ（エムリ

ンク札幌） 

〇グループホームえがおの家（ゆうあいネットあ

つま） 
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指定介護予防支援等の事

業の人員及び運営並びに

指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する

基準（平成１８年厚生労

働省令第３７号） 

厚真町指定介護予防支援事業者の指定に関し必要

な事項並びに指定介護予防支援等の事業の人員及

び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例（平成２７年条例第９号） 

  条例③（議案第４号） 

【町内事業所】 

〇厚真町地域包括支援センター（エムリンク札幌） 

指定居宅介護支援等の事

業の人員及び運営に関す

る基準（平成１１年厚生

省令第３８号） 

厚真町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営

に関する基準等を定める条例（平成３０年条例第

１号） 

 条例④（議案第５号） 

【町内事業所】 

〇あつま居宅介護支援事業所（厚真福祉会） 

〇ほのぼのライフケアあつま（厚真町社協） 

 

２ 主な改正内容 

（１） 指定居宅サービス事業者等との連携によるモニタリング 

人材の有効活用及び指定居宅サービス事業者等との連携促進によるケアマ

ネジメントの質の向上の観点から、次に掲げる要件を設けた上で、テレビ電話

装置等を活用したモニタリングを行うことを可能とする。 

ア 利用者の同意を得ること。 

イ サービス担当者会議等において、主治医、担当者その他の関係者の合意

を得ていること。 

ウ 少なくとも２月に１回（介護予防支援の場合は６月に１回）は利用者の
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居宅を訪問すること。 

条例③（議案第４号）・条例④（議案第５号） 

 

（２） 介護予防支援の円滑な実施 

ア 指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援の指定を受ける場合の人員

配置、指定居宅介護支援事業者が指定を受けて指定介護予防支援を行う場

合の人員に関する基準については、次のとおりとする。 

・事業所ごとに１以上の員数の介護支援専門員を置かなければならないこ

と。 

・常勤かつ主任介護支援専門員である管理者を置かなければならないこと。

（ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない

理由がある場合については、介護支援専門員を管理者とすることができ

る。） 

・管理者は、同一の事業所の他の職務に従事する場合や、管理上支障がない

範囲で他の事業所の職務に従事する場合を除き、専らその職務に従事する

者でなければならないこと。 

イ 市町村に対する情報提供 

市町村において管内の要支援者の状況を適切に把握する観点から、指定居宅

介護支援事業者が指定介護予防支援の指定を受けて介護予防支援を行うに当

たって、市町村から情報提供の求めがあった場合は、介護予防サービス計画の

実施状況等を市町村に情報提供することとする。 

ウ その他 

指定居宅介護支援事業者が指定を受けて指定介護予防支援を行うに当たっ

て、所要の規定の整備を行う。 

条例③（議案第４号） 
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（３） 「書面掲示」規制の見直し 

事業所内での「書面掲示」を求めている事業所の運営規程の概要等の重要事

項について、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、「書面掲示」に

加え 、原則としてウェブサイトに掲載することを令和７年度から義務付ける。 

条例①（議案第２号）、②（議案第３号）、③（議案第４号）、④（議案第５号） 

 

（４） 身体的拘束等の適正化の推進 

身体的拘束等の適正化を推進する観点から、次に掲げる見直しを行う。 

・訪問系サービス、通所系サービス、居宅介護支援及び介護予防支援につい

て、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこととします。ま

た、身体的拘束等を行う場合の記録を義務付ける。 

・短期入所系サービス及び多機能系サービスについて、身体的拘束等の適正

化のための措置（委員会の開催など、指針の整備、研修の定期的な実施）

を義務付ける。その際、１年間の経過措置期間を設けることとする。 

条例①（議案第２号）、②（議案第３号） 

 

（５） 管理者の兼務 

提供する介護サービスの質を担保しつつ、介護サービス事業所を効率的に運

営する観点から、管理者が兼務できる事業所の範囲について、管理者がその責

務を果たせる場合には、同一敷地内における他の事業所、施設等ではなくても

差し支えない旨を明確化する。 

また、（看護）小規模多機能型居宅介護の管理者について、他の事業所の管

理者及び従事者との兼務可能なサービス類型を限定しないこととする。 

条例①（議案第２号）、②（議案第３号）、③（議案第４号） 

 

条例①（議案第２号）、②（議案第３号）、③（議案第４号）、④（議案第５号） 
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（６）サービス内容の明確化 

看護小規模多機能型居宅介護のサービス拠点における「通い」「泊まり」で

提供されるサービスに看護サービスが含まれる旨が明確化されたことに伴い、

所要の改正を行う。 

条例①（議案第２号） 

 

（７） 生産性向上に先進的に取り組む特定施設に係る人員配置基準の特例的な

柔軟化 

テクノロジーの活用等により介護サービスの質の向上及び職員の負担軽減を

推進する観点から、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負

担軽減する方策を検討するための委員会において、生産性向上の取組に当たっ

ての必要な安全対策について検討した上で、見守り機器等のテクノロジーの複

数活用、職員間の適切な役割分担の取組等により、介護サービスの質の確保及び

職員の負担軽減が行われていると認められる指定特定施設に係る当該指定特定

施設における看護職員及び介護職員の合計数について、「常勤換算方法で、要介

護者である利用者の数が３（要支援者の場合は１０）又はその端数を増すごとに

１以上であること」を「常勤換算方法で、要介護者である利用者の数が３（要支

援者の場合は１０）又はその端数を増すごとに０．９ 以上であること」とする。 

条例①（議案第２号） 

 

（８）協力医療機関との連携体制の構築 

高齢者施設等内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療機関との

連携の下で適切な対応が行われるよう、在宅医療を担う医療機関や在宅医療を

支援する地域の医療機関等と実効性のある連携体制を構築するために、以下の

見直しを行う。 

① 居住系サービス 

ア 協力医療機関を定めるに当たっては、以下の要件を満たす協力 医療機関
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を定めるように努めることとする。 

・利用者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対

応を行う体制を常時確保していること。 

・診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること。 

イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状の急変が生じた場

合等の対応を確認するとともに、当該協力医療機関の名称等について、当該

事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。 

ウ 利用者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能とな

った場合においては、速やかに再入居させることができるように努めること

とする。 

 

 ② 施設系サービス 

ア 以下の要件を満たす協力医療機関（(ｳ)の要件を満たす協力医療機関にあ

っては、病院に限る。）を定めることを義務付ける（複数の医療機関を定め

ることにより要件を満たすこととしても差し支えないこととする。）。その際、

３年の経過措置期間を設ける。 

・入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を常時確保していること。 

・診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保しているこ

と。 

・入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医

療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた

入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状の急変が生じた場

合等の対応を確認するとともに、当該協力医療機関の名称等について、当該

事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。 

条例①（議案第２号）、②（議案第３号） 
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ウ 入所者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能とな

った場合においては、速やかに再入所させることができるように努めること

とする。 

条例①（議案第２号） 

 

（９） 新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携 

新興感染症の発生時等に、事業所（施設）内の感染者への診療等を迅速に対

応できる体制を平時から構築するため、あらかじめ、感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第９

６号）第３条の規定による改正後の感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第２

種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう

努めることとする。また、協力医療機関が第２種協定指定医療機関である場合

においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の

対応について協議を行うことを義務付ける。 

条例①（議案第２号）、②（議案第３号） 

 

（１０）ユニットケアの質の向上のための体制の確保 

ユニットケアの質向上のための体制を確保する観点から、ユニット型施設の

管理者は、ユニットケア施設管理者研修を受講するよう努めなければならない

こととする。 

条例①（議案第２号） 

 

（１１） 生産性の向上等を通じた働きやすい職場づくり 

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会設置の義務付け介護現場の生産性向上の取組を

推進する観点から、現場における課題を抽出及び分析した上で、事業所の状況
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に応じた必要な対応を検討し、利用者の尊厳や安全性を確保しながら事業所全

体で継続的に業務改善に取り組む環境を整備するため、利用者の安全並びに介

護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委

員会の設置を義務付ける。その際、３年間の経過措置期間を設けることとする。 

条例①（議案第２号） 

 

（１２）公正中立性の確保のための取組の見直し 

事業者の負担軽減を図るため、次に掲げる事項に関して利用者に説明し、理

解を得ることを居宅介護支援事業者の努力義務とする。 

ア 前６月間に作成した居宅サービス計画における、訪問介護、通所介護、

福祉用具貸与及び地域密着型通所介護の各サービスの利用割合 

イ 前６月間に作成した居宅サービス計画における、訪問介護、通所介護、

福祉用具貸与及び地域密着型通所介護の各サービスの同一事業者によっ

て提供されたものの割合 

条例④（議案第５号） 

 

（１３）ケアマネジャー１人当たりの取扱件数 

基本報酬における取扱件数との整合性を図る観点から、指定居宅介護支援事

業所ごとに１以上の員数の常勤のケアマネジャーを置くことが必要となる人

員基準について、次のとおり見直す。 

ア 原則、要介護者の数に要支援者の数に１／３を乗じた数を加 えた数が

４４又はその端数を増すごとに１とする。 

イ 指定居宅介護支援事業者と指定居宅サービス事業者等との間において、

居宅サービス計画に係るデータを電子的に送受信するための公益社団法

人国民健康保険中央会のシステムを活用し、かつ、事務職員を配置してい

る場合においては、要介護者の数に要支援者の数に１／３を乗じた数を加

えた数が４９又はその端数を増すごとに１とする。 
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条例④（議案第５号） 

 

４ 条例施行日及び経過措置 

（１） 条例施行日 

この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 

（２） 経過措置 

ア 重要事項の掲示に係る経過措置 

条例① 

この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、第３４

条第３項（５９条、第５９条の２０、第５９条の２０の３、第５９条

の３８、第８０条、第１０８条、第１２８条、第１４９条、第１７７

条、第１８９条及び第２０２条において準用する場合を含む。）の規

定の適用については、同項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければ

ならない。」とあるのは「削除」とする。 

条例② 

この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、第３２

条第３項（第６５条及び第８６条において準用する場合を含む。）の

規定の適用については、これらの規定中「指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。」とあるのは「削除」とする。 

条例③ 

この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、第２２

条第３項の規定の適用については、これらの規定中「指定介護予防支

援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければ

ならない。」とあるのは「削除」とする。 

 

条例④ 
この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、第２３条

第３項（第３３条において準用する場合を含む。）の規定の適用につ
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いては、同項中「指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項

をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」と

する。 

 

イ 身体的拘束等の適正化に係る経過措置 

条例① 

この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、第９２

条第７号及び第１９７条第７号の規定の適用については、これらの

規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」と

する。 

条例② 

この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、第５３

条第３号の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」

とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

 

ウ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

る方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置 

条例① 

この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、第１０

６条の２の規定の適用については、これらの規定中、「しなければ」

とあるのは、「するよう努めなければ」とする。 

条例② 

この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、第６３

条の２（第８６条において準用する場合を含む。）の規定の適用につ

いては、これらの規定中、「しなければ」とあるのは、「するよう努め

なければ」とする。 

 

 

 

エ 協力医療機関との連携に関する経過措置 

条例① この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、第１７

－45－



２条第１項（第１８９条において準用する場合を含む。）の規定の適

用については、これらの規定中「定めておかなければ」とあるのは、

「定めておくよう努めなければ」とする。 
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物価高騰対策支援金
支給事務事業

上記(1)①の世帯　70世帯×10万円

上記(1)②の世帯　40世帯×10万円

上記(2)の対象児童　20人× 5万円

システム改修委託料、印刷費、通信運搬費
費　等

７，０００千円

４，０００千円

１，０００千円

１２，０００千円

上記(1)の給付
対象者

②

新たに住民税均等割非課
税となる世帯への給付

新たに住民税均等割のみ
課税となる世帯への給付

補正予算額

低所得者の子育て世帯への
加算

新たに令和６
年度左記の類
型となる世帯
の世帯主

対象者

１５，８７６千円合　計

低所得者支援
給付金

小　計

２　補正予算額（低所得者支援給付金分）

内　容区　分

１０万円/世帯
６月中旬に町
から確認書発
送、受付後、
２週間程度で
支給

５万円/児童

(1)

(2)

支給額

３，８７６千円

①

１　低所得支援給付金の内容

備考

補正予算説明資料

単位：千円

会計名 一般会計 款 3 項 1 目 1 事業 1399・1400

給付類型

物価高騰対策支援事業

※その他の内訳
予算額

財源内訳

国 道 地方債 ※その他 一般財源

物価高騰対策支援金支給事務事業
事業名 所管G 福祉G

　◆　補正の目的

別添資料 無

  ◆　事業の概要

52,229 52,229

　国が措置する低所得者支援及び定額減税補足給付金の制度に伴い、物価高騰対応重
点支援地方創生臨時交付金を活用し、物価高騰対策支援給付金及び定額減税調整給付
金を支給する。
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①

②

３６，３５３千円合　計

物価高騰対策支援
金支給事務事業

システム改修委託料、印刷製本費、通信運搬費等 ４，３５３千円

時
期

６月中旬に町から確認書を発送予定⇒必要事項を記入のうえ要返送

確認書の受付後、順次給付

４　補正予算額（定額減税調整給付金分）

３２，０００千円調整給付金 対象人数　８４０人※

区　分 内　容 補正予算額

申請

給付

期限 令和６年１０月３１日（予定）までに確認書を提出

ア　所得税分定額減税可能額－令和６年分推計所得税額

イ　個人住民税所得割分減税可能額－令和６年分個人住民税所得割額

調整給付金
給付額

※減税対象人数：納税者本人＋控除対象配偶者＋扶養人数（１６歳未
満扶養親族含む）の数

定額減税
可能額

次のア+イの合算額（合算額を１万円単位に切り上げる）

所得税分　　　　　　＝３万円×減税対象人数

個人住民税所得割分　＝１万円×減税対象人数

支給対象者

①

②

所得税の定額減税可能額が「令和６年分推計所得税額（令和５年
分所得税額）」を上回る者

個人住民税所得割の定額減税額が「令和６年度分個人住民税所得
割額」を上回る者

  ◆　事業の概要（つづき）

３　定額減税調整給付金の内容

　◆　補正の目的

別添資料 無

物価高騰対策支援事業

予算額
財源内訳

国 道 地方債 ※その他 一般財源 ※その他の内訳

福祉G
物価高騰対策支援金支給事務事業

※令和５年度分個人住民税の情報から対象者数を推計

補正予算説明資料

単位：千円

会計名 一般会計 款 3 項 1 目 1 事業 1399・1400

事業名 所管G
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